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１. は じ め に
本稿は, カンザス州で起こったいわゆる ｢マロッタ事件｣ をとりあげ,
生殖補助医療におけるドナーの法的地位を, 子に対する扶養義務の観点か
ら検討するものである｡
｢精子提供者がはまる養育費地獄―善意で提供した DNAをたどって放
棄したはずの 『親の責任』 を求められる精子ドナーの困惑と 『血のつなが
り』 の重み
(１)
｣｡
このセンセーショナルな見出しが, 2013年に掲載された｡ 記事でとりあげ
られていたのが, ｢マロッタ事件｣ であり, 次のような事案だった｡
｢『50ドルで精子提供してくれる人を募集』 という広告をWebで見た
ウイリアム・マロッタが, 善意から, 無料提供を申し出た｡ その後,
カンザス州在住のレズビアン・カップルと会い, 次のような同意書に
署名, 採取した精子を渡した｡ マロッタは, 『精子提供後に厄介事に
巻き込まれることはない｡ 親としての責任を負わない｡ 子の監護権,
養育権も面会交流権も要求しない』｡ カップルは, 『第三者から養育費
の請求があった場合も, 男性には一切の損害をもたらさない』｣｡
この精子を利用した生殖補助医療が成功し, 娘が生まれた｡ しかし,
カップルは破局し, ひとりは失業状態になった｡ 生みの母は, 子を医
療保険に加入させるために公的支援を申請した｡ カンザス州当局は,
精子提供者の名前を明かし, その者に州が養育費を請求できるように
することを条件に, 支援を約束した｡ 生みの母は, やむなく男性の名
前を教えたところ, その男性は, カンザス州当局から養育費の支払い
を請求されることになった｡ マロッタは, 州当局に, 精子の提供にあ
たり, 上述の同意書を交わしており, 生まれた子どもに対する金銭的
責任は負わないと主張した｡ しかし, 州当局は, 医師が介在していな
いので, この同意書は契約としての効力がないと告げた
(２)
｣｡
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この件について, 記事は, 次のように書いている｡
｢もし医師が人工授精をしていれば, マロッタは単なる精子提供者で
あって, 子どもの母と交際していなかったことを文書で証明できる｡
しかしそうでない場合, カンザス州の州法ではマロッタが父親とみな
される
(３)
｣｡
｢３人が署名した契約書は, 法的には無効だった｡ カンザス州では人
工授精の施術に医師が関与していない場合, 精子提供者の法的権利を
認めていない (ちなみに, 当事者間の任意契約はもちろん無効だ
(４)
)｣｡
また, ｢当局の判断は適法だ｣ と指摘する専門家もいる｡ 彼によれば,
｢ドナーから提供された精子は必ず医師の手に渡すこと, さもないとドナー
の権利は守られない
(５)
｣｡
筆者は別稿で, ｢ドナーは原則として親としての権利を有さず, それに
ともなう義務も負わない｡ ただし, 親になる意思を有し, 子との間に家族
に相当する関係が構築されていれば, 例外的に親になる｡｣ とするカリフォ
ルニア州の裁判例を検討した｡ ところが, マロッタ事件では, ドナーに親
になる意思がなく, 生みの母もそれを望んでいないにもかかわらず, ドナー
は扶養義務を負わされようとしている｡ はたして, それはいかなる論理に
基づくものなのだろうか｡
以下では, マロッタ事件と関連裁判例を検討し, ドナーの意思に反して,
なぜ子の扶養義務を負わせることができるのか, それを可能にする論理は
いかなるものか, を検討していくことにしよう｡
２. マロッタ事件の概要
(１) 事実
A. B. と J. L .S. は, 同性カップルであり, 共に子を持つことを望んでい
た｡ 2009年３月, 彼女たちは, クレイグスリストに, 私的な (private) 精
子提供に関心のある男性を求める広告を掲載したところ, マロッタがこれ
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に応じた｡
マロッタと彼女たちは, ３月後半, 彼女たちの家で, ｢精子提供者契約
書｣ (Sperm Donor Contract) に署名した｡ ４月, マロッタは, ３日間連
続して, 彼女たちの家で精子を提供した｡ 精子は, 標本カップに入れて運
び, 彼女たちは, 彼女たちの家で, J. L. S. に精子を注入した｡ 在宅授精は
成功し, 12月に, M.L. B. S. が生まれた｡ 彼女たちは, 翌年12月初旬まで
同居していたが, その後は別居している｡
J. L. S. はM.L. B. S. が生まれる前の４月10日に, カンザス州児童・家族
局 (DCF) にはじめて公的扶助を申請した｡ この際, 彼女は, 家族の構
成員に A.B. を記載していなかった｡
2011年, J. L. S. は, M.L. B. S. のために, ２回目の食糧援助, 資金およ
び医療援助 (cash and medical assistance) 申請を DCFに行った｡ J. L. S.
は, この申請書で, 子の父は ｢ドナー｣ であると記した｡ 彼女は, A.B.
を ｢親｣ (co-parent) とみなさず, A.B.からM.L. B. S.の養育費を受け取っ
ていたことも記載していなかった｡ 翌年１月に, DCFは ｢精子提供者契
約書｣ のコピーを求めたが, J. L. S. は, 当時彼女はそれを入手できなかっ
たので, コピーはとれないと回答した｡
同年７月, J. L. S. は, 昨年と同様の方法で, ３回目の公的扶助を申請し
た｡ この際, J. L. S. は, M.L. B. S. の父は ｢匿名の精子提供者 (sperm
donor)｣ と記載し, A. B. については何も言及しなかった｡
同年９月, 必要な情報 (署名入りの ｢精子提供者契約書｣) を提出でき
なかったので, J. L. S. への給付が打ち切られたところ, J. L. S. は, 契約書
の ｢コピー｣ を DCFに提出した｡ 契約書には, すべての当事者 (A. B., J.
L. S. およびマロッタ) の署名があったので, 匿名の提供精子でなかった
ことが, DCFの知るところとなった｡
2012年10月, DCFは, 父子関係確認の申立てを提起し, マロッタがM.
L. B. S. の父であることを宣告するとともに, M.L. B. S. の扶養料を DCF
に, M.L. B. S. の扶養料および教育費ならびに M.L. B. S. の出生にかかっ
た医療費を J.L.S.に支払うことをマロッタに命ずる判決を下すよう求めた
(６)
｡
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これに対しマロッタは, 訴え却下の申立てを提起した
(７)
｡
(２) 争点
カンザス州法232208 (f) は, 次のように規定している｡
｢妻以外の女性が人工授精に使用する精子を認定医に提供したドナーは,
法律上, あたかもそれにより懐胎した子の実父ではなかったかのように扱
われる｡ ただし, ドナーと女性が, 別段のことを書面で合意している場合
は, この限りでない
(８)
｣｡
本件で, M.L. B. S. がマロッタの精子を用いた人工授精により懐胎した
こと, マロッタが, 認定医ではなく, 直接 A. B. と J. L. S. に精子を提供し
たことに争いはない
(９)
｡ また, マロッタと A. B. および J. L. S. との間には,
マロッタはM.L. B. S. の親にならない旨の合意が書面で交わされていた｡
以上の事実関係にもとづき, ドナーであるマロッタとドナーの精子を利
用した人工授精により懐胎した生みの母 J. L. S. との間に, マロッタは当
該人工授精により出生した子の親にならない旨の合意があるにもかかわら
ず, 精子が認定医に提供されなかったという理由で, カンザス州法23
2208 (f) の適用上, マロッタは法律上当該子の ｢実父｣ であったかのよう
に扱われるかどうかが, 本件の争点だった
(10)
｡
(３) 当事者の主張
① 原告
DCFは, 次のように主張する｡
・ マロッタは M.L. B. S. の父であり, M.L. B. S. を扶養する責務を
負っている｡
・ カンザス州法232208 (f) の主たる要件は, 精子を認定医に提供
することである｡ 本件で, ドナーの精子が, 医師に提供されたとす
るに足る証拠は存在しないし, そのように主張されてもいない｡ し
たがって, マロッタは, 232208 (f) が定める要件を遵守せず, ｢精
子提供者｣ に該当しないので, 父子関係を確定することができ, そ
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れにともない, マロッタにはM.L. B. S. に対する権利, 責務および
義務が生じる
(11)
｡
② 被告
これに対し, マロッタは, 次のように主張している｡
・ マロッタは A. B. と J. L. S. に精子を提供したにすぎず, 232208
(f) にいう精子提供者であり, M.L. B. S.の父ではない｡ したがっ
て, M.L. B. S.を扶養する義務を一切負わない
(12)
｡
・ 先例は, ドナーが, 人工授精を行う認定医ではなく, 未婚の母に
精子を渡した場合でも, 書面による合意がないかぎり, ドナーには,
父子関係の確定を妨げる制定法の規定が適用されると判示している
(13)
｡
マロッタも, 提供精子を直接生みの母に預けたからといって, かか
る規定が適用されないということにはならない｡ 本件で, マロッタ
は, 提供精子の入ったプラスティック容器を J. L. S. にあずけたが,
医療施設に付き添わなかった｡ マロッタが, 人工授精が認定医によ
り行われないと信ずるに足る理由はなかった｡ マロッタは, 生みの
母に精液が注入されたときその場にいなかった｡ マロッタの行動は,
先例でドナーと認定された者がとったそれと同じである｡ したがっ
て, マロッタはM.L. B. S.の父ではない
(14)
｡
・ ドナーが提供精子により懐胎した子の親になるのは, その旨を確
認する書面による合意が, ドナーと母との間に締結されているとき
だけである
(15)
｡
・ 先例
(16)
によれば, たとえドナーが親権を持つことを希望していても,
その旨の書面による合意がなければ, 親権を請求できない｡ 本件で,
当事者間にその旨の合意はなく, 逆に, マロッタは精子提供者にす
ぎないのであって, 父ではないことを, 当事者が意図していたこと
を示す合意が書面で確認されている｡ したがって, マロッタは親権
を有さない
(17)
｡
・ ｢認定医に提供｣ しなければならないという要件は, ドナーが親
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権を喪失しないようにするために選択しなければならない措置につ
いて命令している (directive) のではなく, 教訓とすべき (instruc-
tive) ことを定めているにすぎないのだから, 本件にこの規定は適
用されない
(18)
｡
(３) 判旨
以上のような当事者の主張に対し, 地方裁判所は次のように判示した｡
① 統一親子関係法 (UPA) とカンザス州法232208条 (f) との関係
裁判所は, まず, カンザス州法232208条 (f) の制定過程を確認するこ
とからはじめている｡
｢カンザス州議会は, 232208条 (f) により, 女性に対し, 彼女およ
び彼女の子が, ドナーからの父子関係確認請求が認められないことを
保障したうえで, 人工授精に使用する精子を得る手段を付与してきた｡
同様に, 男性に対しても, 子の扶養責任を負わないことを保障したう
えで, 女性に精子を提供する手段を提供してきた｡ しかし, 制定法の
適用を受けるには, 精子が ｢認定医に提供｣ されていなければならな
い｡ そうでなければ, 父子関係を認定される可能性が生じる｡ 父子関
係が認定されれば, それに伴うあらゆる権利, 責務および義務が, ド
ナーに生じる｡
232208条 (f) は, 1973年の統一親子関係法 (UPA 1973) ５条の規
定
(19)
に, ドナーが親権を喪失しないようにするには, 当事者間で署名さ
れた書面で, 親権を明示的に留保しなければならないとの規定を追加
したものである｣｡
② ｢精子を認定医に提供｣ の意味
以上のような制定過程を確認したうえで, 次に, ｢精子を認定医に提供｣
との文言の解釈に移る｡ まず, 制定法の解釈規則を, 先例に依拠して確認
している｡
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(a) 文理解釈
｢カンザス州の最高裁は, 制定法の解釈について, 次のように述べてい
る｡
『制定法の解釈が求められるとき, まず, 制定された文言を通じて示
されている議会の意図を実施しようと試みる｡ 制定法が明白 (plain)
かつ曖昧なところがない (unambiguous) とき, その背景にある議会
の意図を推測しない｡ また容易に見つけられない何かを制定法に追加
して読むこともない｡ 制定法の目的論的解釈に依拠する必要はない｡
制定法の文言または条文が不明確なまたは曖昧な場合にのみ, 次の分
析段階に進み, 目的論的解釈を行う, または起草過程に依拠し, 議会
の意図を達成するために制定法を解釈する
(20)
』｣｡
裁判所によれば, 本件で争点となっている ｢232208条 (f) の文言は明
白で曖昧なところがないので, 議会の論拠や意図を分析する必要はない｣｡
また, ｢認定医に提供｣ しなければならないという要件は, 命令 (direc-
tive) ではなく, 教訓 (instructive) だとするマロッタの主張については,
次のように言う｡
｢(マロッタの主張は) K. S. A. 232208 (f) の明白な文言と一致せず,
裁判所に意図されていなかった意味を与え, どこにもあらわれていな
い文言を追加するよう求めるものである｡
『法律上, あたかもそれにより懐胎した子の実父ではなかったかのよ
うに扱われる』 との文言を削除し, 『ドナーと女性が書面で合意して
いた』 という従属節をつないでいる接続詞の 『ただし～の場合は, こ
の限りでない (unless)』 へ, 直行することを求めている｡ 制定法の
解釈は, 制定法のあちらこちらに跳びながら行ってはならない｡ カン
ザス州の最高裁は, このような解釈を認めなかった
(21)
｡ 同じような解釈
は, ここでも認められない｣｡
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マロッタの精子は, 人工授精施術のいずれの時点でも, 当事者のいずれ
かにより認定医に提供されなかった｡ したがって, 制定法は, マロッタに,
父子関係を否認する事由を与えていない｡
もっとも, 裁判所によれば, 本件はカンザス州ではじめての事案のよう
なので, 同様の争点を扱ったカリフォルニア州の裁判例を参考にするとし,
検討を加えている｡
(b) カリフォルニア州の事案
カリフォルニア州の事案は, ドナーが, 女性に自ら提供した精子を用い
て行われた人工授精により懐胎した子との父子関係の確認を求めた訴訟だっ
た
(22)
｡ ドナーは, 子の養育に関わろうとしたが, 共に子を養育していた生み
の母とその同性のパートナーに反対された｡ カリフォルニア州の制定法は
232208 (f) と酷似しており, ｢妻以外の女性の人工授精に使用される精子
を認定医に提供したドナーは, 法律上, あたかもそれにより懐胎した子の
実父ではなかったかのように扱われる｡｣ と規定していた｡
カリフォルニア州の裁判所は, 原審および控訴審ともに, 当事者は人工
授精施術に認定医を関与させず, 制定法に従っていなかったので, ドナー
を子の父であると認定し, ドナーとみなさなかった｡
カリフォルニア州の議会は, 人工授精が関係する状況で, 父子関係を否
認するに足る制定法上の根拠を与えている民法典7005条 (b) を採択する
際に, UPA (1973) の起草者が意図的に行っていた決定を採用した
(23)
｡ すな
わち, ドナーは親にならない (non-paternity) との規定の適用を, 精子が
認定医に提供される場合に限定するとの決定である｡ カリフォルニア州の
裁判所は, この議会の決定を尊重した｡
以上のことを確認したうえで, 次のように結論している｡
｢カンザス州議会も, 232208 (f) を採択する際に, 同様の決定を行っ
ている｡ 制定法を規定通りに適用することは, 当裁判所の義務である｣｡
(桃山法学 第26号 ’17)206
③ 当事者間の合意の効力
マロッタによれば, ｢精子提供者契約書｣ は, マロッタの精子を用いて
懐胎した子について, マロッタは親権または責任を有さないという当事者
の意思を明確に示しており, それを優先するべきであるとされる｡ 当該契
約書は, 次のように定めていた｡
｢各当事者は, マロッタが上記の人工授精のために精子を提供したこ
とを認め, 同意する｡ A. B. と J. L. S. は, マロッタが人工授精施術に
より生まれた子の後見人になること, 監護権または訪問権を要求しな
いこと, 請求しないこと, および強制しないことに同意していると了
解したうえで, 上記の目的のために精子を受領する｡ さらに, マロッ
タは, 子の生物学上の父に通常付与される親権を一切有さないと了解
していることを認める｣｡
この点について, 裁判所は, 次のように言う｡
｢親は, 当事者が同意していたときでさえ, 契約により親権を終了さ
せることはできない｡ 親権の終了は, 制定法により規律され, カンザ
ス州では, 以下の３つの１つに該当する場合にのみ成立しうる｡ すな
わち, (1) 親権を放棄し, 養子縁組を行う (K. S. A.. 592136), (2)
世話の必要がある子との裁決が下される (K. S. A.. 382269), (3) 裁
判所が親として不適格である (parental unfitness) と認定する (K. S.
A.. 382271)｡
A. B. と J. L. S. は, 人工授精により生まれた子に対するマロッタの
親権を終了させる精子提供者契約書に署名した｡ ……カンザス州議会
は, このような親権の終了方法を認めていない｡ 十分に確立したカン
ザス州法に基づき, 子は親に扶養される権利を有し, 親はその義務を
放棄できない｡ M.L. B. S.の養子縁組の審理は行われていない｡ マロッ
タが親として不適格であると認定されていない｡ また, 子は世話を要
する子と裁決されてもいない｡ したがって, この契約により, 当事者
の希望はかなえられない｡ これらの事実に基づき, 当裁判所は, マロッ
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タの親権を終了させられない｡ マロッタが実父としての地位を有して
いる以上, その地位を終了させられないのである｣｡
最後に, 裁判所は次のように言う｡
｢本件の当事者は, 人工授精施術のいずれかの時点で認定医に協力を
求めず, カンザス州の親子関係法の要件に従わなかった｡ また, 当事
者がマロッタは精子提供者であると称しているからといって, マロッ
タは, M.L. B. S.に対する親権および責任から解放されない｡ 当裁判
所は, K. S. A. 232208 (f) の通常の意味と明白な文言に拘束される｡
当事者は制定法が与えている結果とは異なる結果を意図していたとい
う理由だけで, 見てみぬふりをすることはできない｡
以上により, マロッタを M.L. B. S. の推定上の父 (presumptive fa-
ther) と認定する
(24)
｣｡
３. 考 察
(１) 先例との関係
マロッタ事件の当事者および判決は, カンザス州最高裁の先例を引用し,
自らの主張および判決の論拠にしていた｡ 先例とマロッタ事件判決との整
合性を評価するために, まず先例の事実関係および判決内容を確認してお
こう｡
先例の事実関係は, 次の通りである｡ Xは, 未婚女性で, 友人であるド
ナー Yから精子の提供を受け, その精子を用いた人工授精により親にな
ることを望んだ｡ Yは, 未婚男性で, 精子を提供することに同意した｡
Yは, 最初の施術の際, Xに付き添いクリニックに行き, 医療関係者に
必要な精子を提供した｡ 最初の施術は, 妊娠にいたらなかった｡ ２回目の
施術の際, Yは Xに付き添わなかったが, 精子を Xにあずけ, 彼女が医
師にそれを渡した｡ このときの施術により, Xは妊娠し, 双子が生まれた｡
ところが, 出生の翌日, Xは双子に関して Yは親権を有さないとの確
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認を求める申立てを提起した｡ これに対し, Yは子の親権 (共同監護およ
び訪問権を含む) を請求する父子関係確認訴訟を別途提起した｡ Xは38
1114 (f) (現232208 (f)) を援用し, 父子関係確認の訴え却下の申立てを
提起した｡
Xは, 授精前に, 当事者双方が Xはシングル・マザーになり, Yは親
(co-parents) ではなくドナーにとどまるとの意思を有していたことは, 妊
娠期間中の行動から明らかであると主張した｡ Xによれば, 彼女は一人で
受胎検査を受け, 不妊治療を行った｡ Yは, ２回目の施術, ソノグラムそ
の他出生前の診察に立ち会わなかった｡ Yは, 妊娠期間中だけでなく, 双
子の出生後も, 精神的支援や資金援助を提供しなかった｡
これに対し Yは, 精子を認定医ではなく Xに提供したので, 381114
(f) の適用上, 親とみなされないドナーではないと主張した
(25)
｡
最高裁は, マロッタ事件でも引用された制定法の解釈手法を述べたうえ
で, Yの主張を, ｢認定医に提供｣ という文言を ｢直接かつ自ら directly
and personally認定医に提供した｣ または ｢ドナーが認定医に提供した｣
と解釈するものであるとし, この主張を認めるに足る要因は全くないとし
た｡ ｢ドナー｣ は, ｢あたかも実父ではなかったかのように扱われる｣ 主体
である｡ ｢妻以外の女性の人工授精に使用される精子を認定医に提供した｣
という従属節は, ｢精子｣ を修飾している｡ 381114条 (f) は, ドナー ｢自
身が｣ 彼の精子を医師に提供することを求めていない｡ 381114条 (f) が
求めているのは, ドナーの精子が, 不特定の誰かまたは何か (an unspeci-
fied someone or something) により, 医師に提供されることだけである｡
本件では, Xがその ｢誰か｣ (someone) だったからといって, 本条の適
用が妨げられるわけではない
(26)
｡
このように, 最高裁は, 381114 (f) (現232208 (f)) を文理解釈し, Y
の主張を認めなかった｡ 医師が人工授精施術を行っているので, Yは自身
が提供した精子により生まれた子の ｢実父ではなかったかのように扱われ
る｣ ことになったのである｡
マロッタ事件でも, 制定法の解釈手法および文理解釈から導かれる結論
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は踏襲されている｡ すなわち, 精子が ｢認定医に提供｣ される場合, 別段
の合意が書面で残されていない限り, ドナーは ｢法律上, あたかも実父で
はなかったかのように扱われる｣｡ もっとも, 最高裁判決は, 人工授精は
医師が行っていたため, 精子が ｢認定医に提供｣ されなかった場合, ドナー
がどのような法的地位に置かれるのかについて, 明確に述べているわけで
はない
(27)
｡ マロッタ事件では, 反対解釈として, 精子が ｢認定医に提供｣ さ
れなかった場合, 別段の合意が書面で残されていても, ドナーは ｢法律上,
あたかも実父だったかのように扱われ｣, その子との父子関係を否認でき
ないとされたが, 最高裁判決自体にはその旨を明確に述べた一節はない｡
そもそも, 最高裁の先例は, ドナーが人工授精により懐胎した子の父にな
ることを望んでいたこと, 書面による合意はなかったという点で, マロッ
タ事件とは事実関係からして異なる｡ マロッタ事件判決が, 制定法の解釈
手法については文理解釈を踏襲しつつ, ｢本件はカンザス州ではじめての
事案のよう｣ だと述べ, 同様の争点を扱ったカリフォルニア州の裁判例を
参照し, 判決を下したのは, その新奇性のゆえであったと思われる｡
したがって, マロッタ事件で, 裁判所は, カンザス州で扱われたことの
なかった争点について, 独自の判断を迫られ, 上述のような解釈を提示し
たということになる｡ ここに, マロッタ事件判決が大きな波紋を投げかけ
た最大の理由がある｡
(２) 結論の妥当性
アメリカでは, 生殖補助医療により懐胎した子の親子関係について, 伝
統的には次のように考えられてきた｡ まず, 生みの母の夫が子の法律上の
父となる｡ その根拠は, エクイティ上の禁反言
(28)
, 夫の同意
(29)
, または1973年
の統一親子法 (UPA) に準拠して制定された制定法
(30)
のいずれかにある
(31)
｡ 次
に, これに対応して, ドナーと子との間に, 法律上の関係は一切生じない｡
すなわち, ｢ドナーは父ではない donor nonpaternity｣ または ｢ドナーは親
ではない donor nonparentage｣｡ したがって, 夫が妻に精子を提供する場
合 (AIH), 生殖補助医療を利用する場合でも, 法律上の父は夫であり,
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夫がドナーになることはない
(32)
｡
これらの諸原則は, 母親の配偶者 (または同等の役割をはたしている者)
が女性の場合
(33)
, 提供された遺伝物質が卵子の場合
(34)
にも当てはまるとされ,
その適用範囲を拡大してきた｡ たとえば, 2000年と2002年に改正された
UPAは, 明文でその旨を規定している
(35)
｡ したがって, 匿名のドナーと婚
姻関係もしくはそれに相当する関係にある男女もしくはカップルが当事者
の場合, ドナーが親になることはない｡ しかし, 既知のドナーと婚姻関係
にない男女もしくはカップルまたは婚姻関係に相当する関係にもない男女
もしくはカップルが当事者で, 双方の主張が食い違っているとき, これら
の諸原則を適用しない余地が生まれる｡ マロッタ事件は, まさにこのよう
なときに生じた
(36)
｡
州の側からすれば, 子の扶養料を賄うためにできるだけ多くの財源を確
保したい｡ したがって, 州当局としては, 扶養義務のある ｢親｣ を広く解
し, 扶養義務を負わない ｢ドナー｣ を狭く解したいところだろう
(37)
｡
実際, 同様の制定法があるニュージャージー州
(38)
でも, ドナーの扶養義務
を肯定した裁判例がある｡ この事案では, 当事者間で, ドナーは父子関係
に関する権利をすべて放棄し, 金銭的な義務をすべて免除するとの合意書
が締結されていた｡ しかし, 医師を利用せず, kitchen turkey basterとい
う手法で授精が行われたことから, 合意書によりドナーの親権およびそれ
にともなう扶養義務を終了させることはできないとされた
(39)
｡ この裁判例か
らは, 精子が ｢認定医に提供｣ されたことを, ドナーが親にならない要件
とする旨を制定法が定めている場合, そのコロラリーとして, 子に対する
扶養義務を負わないと解される傾向をうかがい知ることができる｡
他方で, 同様の制定法がありながら, ｢認定医に提供｣ することを要件
としていないフロリダ州
(40)
には, ドナーは, 在宅人工授精により生まれた子
の親権を有さず, その子に対する義務を負わないとした裁判例がある｡
レズビアンカップルである Xと Aは, Aのきょうだいである Yの精子
を用いて子を懐胎することにした
(41)
｡ 当事者は, Yは人工授精により懐胎し
た子の生活において親の役割を担わないことを, 口頭で合意した｡ 在宅受
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精キットを用いて, ３回目の試みで, Xは懐胎した｡ しかし, ３年後, カッ
プルの関係が終わってから, Xは, Aが子と接触することを認めなかった｡
そこで Yは, 上述のような口頭の合意があったにもかかわらず, 父子関
係の確認および訪問権を求める訴えを提起した｡ 原審は, 当事者は医師を
利用せず, 自分で人工授精施術を行った (do-it-yourself procedure of artifi-
cial insemination) ので, フロリダ州の制定法は適用されず, Yは父として
の権利を主張できる, とした｡
しかし, 控訴審は, フロリダ州の制定法には, 単に ｢ドナーは父として
の権利及び義務をすべて放棄する｣ と定めていることから, 原審の判断を
くつがえし, Yはドナーであって, 親権と子に対する義務を放棄している,
と判示した
(42)
｡
さらに, 制定法のないインディアナ州には, 次のような裁判例もある｡
レズビアンの Xは, 友人だった Yに精子を提供してもらうことにした｡ X
と Yは, 子の出生前に, Yが Xに精子を提供し, その精子により子が懐
胎されたことを確認する合意書に署名した｡ 当該合意書には, Xは, Yに
子の扶養料および妊娠・出産にかかった医療費等を請求する権利を放棄し,
子はドナーに扶養請求をできないものとする一方で, Yは子の監護または
訪問に関する権利をすべて放棄することが明記されていた｡ また, ｢1996
年９月19日またはその頃に出生する予定の子の法的父子関係を確認する訴
訟を提起しないこと｣ に合意したとの項もあった｡
Xがパートナーとの関係を解消したとき, 12歳と５歳の子どもたちのた
めに, 州当局に財政援助を申請した｡ その後, 州当局が, Xに代わり, Y
に対し父子関係確認訴訟を提起することになった｡
DNA鑑定の結果, Yは子どもたちの生物学上の父であることが確定し
た｡ Yは, 当事者は有効な合意書を締結しており, それにより Yに対する
父子関係確認訴訟はできないことになっていると主張した｡ X側は, 合意
書は, 契約は子が両親から扶養される権利を剥奪する契約を履行しないと
いうパブリック・ポリシーに反しているので, 無効であると主張した｡
原審は, 合意書はパブリック・ポリシーに反しないので, Xは Yとの
(桃山法学 第26号 ’17)212
父子関係確認訴訟を提起できないとした
(43)
｡ これに対し, 控訴審は, 第一子
については原審の判断を支持したが, 第二子については Xの申立てを認
容するよう指示し, 原審に差し戻した｡ その理由は以下の通り｡
契約が有効に成立するためには, 申込み, 受諾, 約因および相互の同意
が表示されなければならない｡ 本件の当事者は, 合意書がこれらの要素を
すべてみたしていることを認めている｡ しかし, 合意書は特殊な契約であ
り, この種の契約の場合, 必ずしも上記の伝統的な要件に照らして, その
有効性が判定されるわけではない｡ 先例によれば, 性行為により懐胎した
場合, 本件のような合意書は ｢親が生物学上の子を扶養する｣ というパブ
リック・ポリシーに反するので, 履行できないことになる
(44)
｡
Xは, 性交渉によらない方法で第一子を懐胎したことを立証していない｡
したがって, 原審が, Xによる第一子についての申立てをしりぞけたこと
に誤りはなかった
(45)
｡ 他方で, 合意書の２箇所で曖昧な表現が見られるもの
の, それら以外のところでは, 終始一貫して ｢1996年９月またはその頃に
生まれる予定の子｣, すなわち第一子に適用されると規定している｡ DNA
鑑定の結果, Yが子どもたちの生物学上の父であることが確定し, Yも認
めていることから, 原審が第二子についての父子関係確認訴訟も禁止され
るとしたことは誤りだった
(46)
｡
このように, 同じような事実関係でありながら, 制定法の有無や制定法
上の要件の相違によって, 異なる結論が導かれている｡ 制定法により, ド
ナーが親にならないようにするためには, 彼の精子を ｢認定医に提供｣ し
なければならないと定められている場合, ｢認定医に提供｣ したという事
実を立証できなければ, 当事者の意思がどのようなものであれ, ドナーは
父子関係を否認できず, 扶養義務を負うことになる
(47)
｡ 制定法にそのような
要件がない場合, または制定法がない場合, 当事者の意思が優先される｡
マロッタ事件が後者の州で発生した場合, 異なる結論にいたっていた可能
性が高い｡
制定法が, 医師の関与を要件として定める理由は主として２つある｡ １
つは技術的なものであり, 子宮腔内授精 (IUI) や体外受精 (IVF) などの
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施術は, 個人が行えるものではなく, これらの施術を行うには医師の補助
が必要になる
(48)
｡
いまひとつは, 公衆衛生上の配慮による｡ 医師は, 生まれてくる子の生
活に重要な影響を及ぼしうるドナーの既往歴をすべて入手することができ
ることに加えて, 遺伝性疾患や伝染性疾患の有無を検査することもできる
(49)
｡
さらに, 特定の地域で無制限にドナーの精子が使用されると, 多くの異母
きょうだいが誕生することになり, 偶発的な近親相姦が発生するおそれが
増すことも, 医師の関与を必要とする要因である
(50)
｡ 医師が, これらの重要
な記録を保管し, 照会先としての役割を果たしつつ, レシピエントとの間
に公式の文書化された関係を構築しておけば, 後に当事者間に誤解が生じ
る可能性が低くなる
(51)
｡ それゆえ, 当事者が医師による施術を選択したとい
うことは, この方法で子を懐胎するとの決定を熟慮のうえで行ったことを
示唆しうるものとなる｡ 医師の関与を制定法上の要件にしておくことで,
当事者は, 土壇場の衝動的な決定によって, ドナーから親としての権利を
剥奪し, 義務を免除することができなくなるという効果が見込める
(52)
｡
もっとも, 医師が施術をしたからといって, 紛争がまったく起こらなく
なるわけではない｡ 当事者の一方が, 病院の用意した同意書は自身の意思
を確認するに足る根拠にならないと主張した事案はいくつかある
(53)
｡ そして,
その主張を容れた裁判例もある
(54)
｡ この種の同意書の目的は, 患者からイン
フォームド・コンセントを得るという医師の義務をはたすことにある｡ こ
れから行われる処置の詳細と処置が引き起こす医療上のリスクについての
説明が大半をしめ, 将来起こりうる法律上の諸問題についての記述はある
としてもわずかである
(55)
｡ 医師は, 法的な助言を与えられない｡ 助言がなけ
れば, 当事者は, 同意書が法律上の親子関係を決定すると誤解しうる
(56)
｡
そもそも, AIHや AIDのように誰でも行える施術が, 上記のようなリ
スクがありながらも, 医師を関与させずに行われ続けているのは, 費用の
問題があるからである｡ 不妊治療には非常に高額の費用がかかる｡ 懐胎に
いたるまでに, 数千ドルかかることも珍しくない｡ 保険適用外で, 治療費
の前払いを求められることが多い
(57)
｡ これに対し, 在宅人工授精キットは数
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十ドルで入手でき, 効果の点でも医師の関与を受ける場合と同等であるこ
とが分かっている｡
また, 医師や病院が, 未婚女性や同性カップルについては, 施術を行わ
ないとの方針を採っている場合, これらの者が子を望む場合, 在宅授精を
選択するしかない
(58)
｡ それゆえ, ｢医師の関与という要件は, 女性のプライ
バシーおよび生殖の自律性に反し, 一定の女性に高額の費用を負担させる
ことになってしまうおそれがある｡ また, 自宅のようなくつろいだ環境で
施術を行いたい, もしくは自らドナーを選びたいという女性の希望を妨げ
る可能性もある
(59)
｣｡
さらに子の出自を知る権利の観点からも, この方法には利点がある｡ 医
師の補助を受けて, 匿名のドナーを利用する場合, 守秘義務の関係上, 子
はドナーに関する医療情報や遺伝情報を知りえない可能性が高い｡ 商用精
子バンクの中には, ドナーの身元を開示しているところもあるが, それで
も, 子が18歳になるまでは開示しない
(60)
｡
これらの点を考慮すれば, ｢認定医に提供｣ したかどうかによって, ド
ナーの法的地位が決定されるという仕組みは, もはや時代遅れになってい
るのかもしれない｡ 現に, 2000年に改訂された UPA 702条は, 単に ｢ドナー
は生殖補助手段により懐胎した子の親ではない｡｣ と規定し, ｢認定医に提
供｣ の要件を削除している
(61)
｡
マロッタ事件の当事者に, ドナーであるマロッタを, 生まれてくる子の
親にする意思がなかったのは明らかと思われる｡ 制定法は, 精子を ｢認定
医に提供｣ したドナーは, 別段の合意がない限り, ｢法律上, その精子に
より生まれた子の実父ではなかったかのように扱われる｡｣ と規定してい
る｡ しかし, 精子が ｢認定医に提供｣ されなかった場合, その事実だけを
もって, ドナーは, ｢法律上, その精子により生まれた子の実父のように
扱われる｡｣ とまでは規定していない｡ このような場合, 親になる意思を
まったく有さない者に, 親権を認め, 扶養義務を課すことが妥当なのか｡
親権が認められたからといって, 親権を行使することを誰も望まないだろ
う｡ 事実上扶養義務のみを負うことになる｡ 法解釈として成り立たないわ
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けではないし, 子の財政基盤の安定という観点からは, 肯定的に解される
だろう｡ しかし, これではあまりにも均衡を失した結果を, ドナーにもた
らすことになり, 制定法の目的に反することになりはしないか｡ 上述のカ
ンザス州最高裁判決によれば, 制定法の目的は, 未婚および既婚の女性が
性交渉を行うことなく親になりうることを保障しつつ, 書面による合意が
ない限り, ドナーに対して母または子は扶養請求を行えないようにするこ
とによって, ドナーを保護し, 精子提供を促すことにある｡ 書面による合
意がない限り, 親権および責任を請求できないようにしておけば, 女性の
レシピエントをドナーによる請求から保護することにもなる
(62)
｡
当事者間の合意が, ｢認定医に提供｣ されなかったという理由で, 一切
考慮されないならば, 善意のドナーを保護する手段がなくなってしまう
(63)
｡
この点に関する裁判所の見解は, 厳格に過ぎるきらいがあり, 生殖補助医
療, とりわけ在宅授精の特殊性を考慮したうえで, 今少しドナーの立場に
配慮した結果を導く解釈もできたように思われる｡ 婚姻関係にはなかった
が, 性的な関係のあった男女間で行われた体外受精に関する事案で, ペン
シルバニア州最高裁は, ｢金銭的な責任を一切負わせない｣ との口頭の合
意に拘束力を認め, 男性をドナーであって, 親ではないとした｡ さもなけ
れば, 子を望みながらも, 性行為により懐胎できない女性が, 男性に,
｢扶養命令を受けない｣, ｢子の監護を求められることも決してない｣ こと
を約束しつつ, 精子の提供を求めることができなくなるからである
(64)
｡ マロッ
タ事件は, 同様の目的を持つ制定法のあるカンザス州で, 性的な関係にな
い男女が書面により ｢ドナーは親にならない｣ と合意していた事案だった｡
それゆえ, ペンシルバニア州の先例と同じ結論を導くこともできたように
思われ, これならば均衡のとれた結果と評価されたのではないか｡
４. 日本法への視座
マロッタ事件は, 日本でも起こりうるだろうか｡ 仮に発生した場合, ど
のような展開が予想されるだろうか｡
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まず, 在宅授精を禁止する法律はない｡ 在宅授精キットは, インターネッ
トにより, 誰でも購入できるようになっている
(65)
｡ したがって, 同性カップ
ルの一方が, 知人のドナーの精子を利用した人工授精により子を懐胎する
可能性はある｡ そして, 生みの母が, ひとり親を対象とする児童扶養手当
や児童育成手当などを申請すれば, これらの手当が支給されるだろう｡ ま
た, 生みの母, 生みの母の直系血族または三親等内の親族に資力がなけれ
ば, 生活保護も受けられる可能性が高い｡ 民法877条により, 扶養義務者
はこれらの者に限られているからである｡
さて, マロッタ事件の場合のように, 最初は父の欄を空白にして申請し,
２回目は ｢ドナー｣, ３回目は ｢匿名の精子提供者 (sperm donor)｣ と記
載した場合, 生活保護や各種手当は打ち切られるだろうか｡ 行政当局はど
のような対応を採るだろうか｡ 生活保護については, 生活保護法78条が,
｢不実の申請その他不正な手段により保護を受け, 又は他人をして受けさ
せた者があるときは, 保護費を支弁した都道府県又は市町村の長は, その
費用の全部又は一部を, その者から徴収することができる｡｣ と規定して
いる｡ すなわち, 被保護者には, 収入, 支出, その他生計の状況について
届出の義務があり (61条), 故意にこれを怠ったり, 偽りの申告をした場
合など不実の申請その他不正な手段により保護を受けた場合には, 行政当
局は, 既に支給した生活保護費の全額または一部を徴収することができる
のである｡ この規定にそくしてみれば, 上記のような申請は ｢不実の申請｣
とみなされるおそれはある｡ もっとも, その場合でも, 行政当局は, ｢そ
の者｣ つまり生みの母から保護費の全部または一部を徴収することができ
るのであって, ドナーから徴収することはできない｡
生活保護法には, ｢被保護者に対して民法の規定により扶養の義務を履
行しなければならない者があるときは, その義務の範囲内において, 保護
費を支弁した都道府県又は市町村の長は, その費用の全部又は一部を, そ
の者から徴収することができる｡｣ (77条１項) との規定もある｡ 同法４条
２項により, 民法に定める扶養義務者の扶養は, 生活保護に優先して行わ
れるものであるが, 急迫した事由がある場合, 必要な保護を行うことを妨
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げるものではないことが規定されている (同法４条３項)｡ それゆえ, 扶
養義務者が十分な扶養能力を有しながら扶養義務を果たしていない場合,
行政当局は扶養義務者に対して既に支給した保護費の全部又は一部を徴収
できるのである｡ この規定の適用対象は, ｢民法の規定により扶養の義務
を履行しなければならない者｣ であり, 上述のように, ドナーはこれに該
当しない｡ したがって, この規定によっても, 行政当局がドナーから保護
費を徴収することはできない｡
現行法の枠内で, ドナーをこの規定の適用対象にするには, 民法787条
の認知の申立てによって, 子との父子関係を確定させるほかない
(66)
｡ しかし,
マロッタ事件のように, 行政当局が, 認知の申立てを行うことはできない｡
民法787条は, ｢子, その直系卑属又はこれらの者の法定代理人｣ にのみ,
認知の訴えを提起することを認めているからである｡
それゆえ, 現在の日本において, マロッタ事件とまったく同じ事案は発
生しないと考えられる｡ ただし, 上記のような申請を行った結果, ｢不実
の申請｣ とみなされ, 公的扶助の受給資格を喪失した生みの母が, 子の法
定代理人として, ドナーに対して認知の訴えを提起する可能性は残されて
いる｡ 嫡出推定の及ぶ子であれば, 779条により, ドナーに対して認知の
訴えを提起することはできないが
(67)
, この場合は, 嫡出推定の及ばない子と
解され, それゆえに ｢認知をめぐる問題が, 現行法を前提としても顕在化
することになる
(68)
｣｡
管見の限り, 日本でこの種の訴えが提起されたことはない｡ しかし, 仮
に, 自然生殖の場合と同様の取扱いがなされるならば, 訴えは認容されな
いだろう｡
最高裁は, 次のような事実を原告が立証し, 被告がそれに反証できない
場合, 父子関係が存在すると判断してきた
(69)
｡
① 子の母が懐胎可能な期間中に被告の男性と性的交渉があったこと｡
② 上記期間中に, 子の母親が被告以外の男性と性的交渉があった事情
は認められないこと｡
③ 子と相手方との間に血液上の背馳 (はいち) がないこと｡
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これらのうち, ②③はともかく, 在宅授精という手段を用いる以上, ①を
立証できない｡
もっとも, ｢この点は, 現行法の解釈に委ねるには, あまりにも深刻な
問題であり, 一般的な価値判断, 政策判断が求められる
(70)
｣｡ ドナーに対す
る認知請求を一律に排除することは, 子に不利益をもたらすおそれがある｡
法律上の父の存在しない子として確定することになるからである｡ この点
を重視すれば, 自然生殖の場合とは異なる基準を設定せざるを得なくなる｡
たとえば, 上記の②と③で足りるとすることも一考に値する｡ 他方で, 認
知請求を認めれば, 訴訟に巻き込まれるリスクをおそれて, ドナーを確保
することが難しくなる可能性がある｡ 法制審議会生殖補助医療関連親子法
制部会による ｢精子・卵子・胚の提供等による生殖補助医療により出生し
た子の親子関係に関する民法の特例に関する要綱中間試案
(71)
｣ は, この点を
考慮して, ｢制度枠組み
(72)
の中で行われる生殖補助医療のために精子を提供
した者｣ に対しては, 認知の訴えを提起することができないとした｡ 同試
案によれば, 精子提供者は, 出生した子の父となる意思を有していない｡
将来, 認知の訴えにより父子関係が形成され得るとすることは, 提供者の
意思に反する｡ その可能性を認めれば, 提供者の法的地位は不安定なもの
となり, 精子の提供そのものを躊躇させることになりかねない
(73)
｡
このように, 一方で, 子の財政基盤を安定させるため, 扶養義務者を可
能な限り広く確保する必要があり, ドナーも法律上の親になる余地を残し
ておくべきであると考えることができる｡ 他方で, 不妊女性や同性カップ
ルの子を持つ権利を保障するため, ドナーは法律上の親にならないとの原
則を確立し, ドナーを確保しやすくするべきであると考えることもできる｡
日本の現状ならびに法典化作業では, 後者に重点が置かれてきたように思
われる｡ しかし, 前章で見たように, 在宅授精が, 主として費用の問題か
ら行われていることからすれば, 前者の観点も決して軽視されるべきでは
ない｡ 立法化にあたっては, 最大限の配慮を払い, 両者のバランスをとら
なければならない｡
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５. お わ り に
報道によれば, ショーニー地方裁判所は, ｢マロッタは, 法律上, 子の
父ではない｡ 子の扶養義務は, 現在別居している２人の女性にあり, マロッ
タにはない｣ と判示した｡ その理由として, 女性と子との関係が継続して
おり, 女性もそれを望んでいること, マロッタは過去５年間に子と２回会っ
ただけで, それ以外に付き合いがまったくなく, 子に精神的支援や資金援
助を提供する意思を有していないことを挙げているとされる｡ 同裁判所は,
これにより, ｢子は経済的に支払能力のある親がいない状態におかれる可
能性はある｡ しかし, 法律上の親がいない状態にはならない｣ と述べたよ
うである
(74)
｡ 本稿執筆時点で, 判決文を入手することができず, 詳細は不明
であるが, 正反対の結論がいかなる論理構成により導かれたのか, 気にな
るところである｡ 入手可能になった段階で, あらためてとりあげてみたい｡
本稿で検討した裁判例からもわかるように, ｢認定医に提供｣ という要
件は, ときとして親になる意思をまったく有さず, 子に対する愛情も抱い
ていないが, 生物学的なつながりを有しているとの理由で, ドナーに親と
しての役割を担わせることになる｡ あえて繰り返すが, 制定法の解釈とし
て成り立たないわけではない｡ また, 行政当局が, ｢支払い能力のある生
物学的な親がいる以上, 税金でその子の養育費を出すのは筋が通らない｣
との立場から, ｢そこに遺伝子がある限り, その遺伝子とつながりのある
銀行口座を捜し出す
(75)
｣ ことも, 想定の範囲内である｡ さらに, 扶養義務者
を可能な限り多く確保することこそが, 子の最善の利益になるのだと考え
るならば, 子の立場からも肯定的に評価することができるだろう｡ 他方で,
この要件がなければ, 善意のドナーが, ある日突然扶養料を請求され, 支
払いを余儀なくされるといった事態にはならない｡ ｢法の不知は, 法を遵
守しない理由にはならない
(76)
｣ としても, ドナーの善意を踏みにじるものに
なりかねず, 将来の精子提供を躊躇させる可能性が高くなる｡ それは, 生
殖補助医療に望みを託す女性にとっても, 看過しがたい事態である｡
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また, 赤の他人だったドナーが, 扶養料の支払いだけでなく, 子の日常
生活に関与してくる可能性もある｡ それにより, 母と子が築いていた平穏
な家族関係が損なわれるおそれが生じる｡ このような結果は決して子の最
善の利益にならない｡
前章で見たように, 生殖補助医療により出生した子の親子関係を規律す
る法律がいまだない日本においては, ドナーと子との間に親子関係が発生
することはまずない｡ その意味で, 扶養義務という観点からは, ドナーの
法的地位は頑強に保護されていると言える｡ ドナーはあくまでドナーであっ
て, 親にならないとしておくことが, すべての者の最善の利益になると考
えるならば, この点に関する新規立法は特に必要はないと考えることもで
きるだろう｡ 他方で, 在宅授精の普及, アメリカ裁判例の展開を考慮すれ
ば, このような取扱いはあまりにも硬直的なものであり, 特に当事者間に
合意がある場合, その合意に法的な効果を認めるべきであるかどうかが問
われる事態も出てくることが予想される｡ そのような事態に対応するため
には, やはり新規立法が必要だろう｡
いずれにせよ, ｢ドナーは親にならず, 扶養義務を負わない｣ との命題
から出発するとしても, ｢認定医に提供｣ のような要件を採用する必要は
あるか, 当事者間に ｢別段の合意｣ がある場合, ドナーを ｢親｣ と認める
余地を残しておくか, 仮に認めるならば, いかなる条件を設定するか, な
ど, 解きほぐしておかなければならない課題は多い｡ 日本の立法作業にお
いても, これらの点に十分配慮し, ドナーとレシピエントのどちらかに過
度の負担を強いることのないような規定を制定することが望まれる｡
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